
（注） 百万円未満の端数はそれぞれ四捨五入している。 

日本私立学校振興・共済事業団 決算の概要（令和元年度） 

事業団は業務内容に基づき、助成業務（助成勘定）及び共済業務（短期勘定、厚生年金勘定、退職等年金給付勘定、

福祉勘定、共済業務勘定）の６勘定に区分している。 

≪助成業務≫ 

助成業務（助成勘定）は、①一般経理（貸付事業、経営支援・情報提供事業等）、②補助金経理（私立大学等経常

費補助金に係る事業）、③寄付金経理（受配者指定寄付金、若手・女性研究者奨励金に係る事業）、④学術研究振興

基金経理（学術研究振興基金に係る事業）の 4 経理に区分している。 

【損益計算書の概要】 

区 分 経常費用 経常収益 経常利益（損失） 当期総利益（損失）

助成勘定 364,635 百万円 364,656 百万円 20 百万円 34 百万円

助成勘定では政府出資金、財政融資資金借入金、厚生年金勘定からの借入等を財源として、私立学校等に対し

貸付事業を行い、これにより得られた利息をもとに助成勘定に係る経費を賄っており、国からの運営費交付金は受け

ていない。 

当期総利益は、経常利益 20 百万円、臨時利益 104 百万円（貸倒引当金戻入、償却済貸付金利息回収等による前

期損益修正益）及び臨時損失 91 百万円（固定資産除却損、寄附金収益の修正による前期損益修正損）により 34 百

万円を計上した。この利益の処分については、助成金として 22 百万円、厚生年金勘定へ繰入として 9 百万円、残額

の 3 百万円を積立金として整理している。 

助成勘定のうち、一般経理以外の3経理（補助金、寄付金、学術研究振興基金）においては利益や損失は生じない。 

・国から私立大学等経常費補助金として受領し、私立大学等へ交付。 

→令和元年度補助金交付額は 316,628 百万円（前年度から 9 百万円増加） 

・受配者指定寄付金は、寄付者が配付先学校法人を指定した寄付金であり、全額学校法人へ配付。 

→令和元年度配付額は 40,948 百万円（前年度から 15,693 百万円増加） 

・若手・女性研究者奨励金は、次世代の担い手となる人材の特色ある研究に対する研究奨励金であり、その財

源は、企業等社会一般から幅広く募集する寄付金により賄っている。 

→令和元年度配付額は 25 百万円（前年度から 1 百万円増加） 

・学術研究振興基金に一般から寄付金を受け入れ、その運用益を学術研究振興資金として交付。 

→令和元年度交付額は 81 百万円（前年度から 1 百万円増加） 

【貸借対照表の概要】 

区 分 資産の部 負債の部 純資産の部 

助成勘定 584,996 百万円 469,596 百万円 115,400 百万円 

資産の部の約 97％は学校法人への貸付金で元年度末の貸付金残高は 565,776 百万円となっている。なお、令和

元年度の貸付実績額は 48,525 百万円、貸付回収額は 56,794 百万円である。 

負債の部の約 92％は貸付金の財源となる財政融資資金借入金と厚生年金勘定からの借入である。 

純資産の部の約 94％は政府出資金による資本金 108,678 百万円であり、全額を貸付事業の財源に充当している。

そのほか民間出えん金が 5,415 百万円、利益剰余金が 1,307 百万円（内訳：積立金 1,274 百万円、当期未処理利益

34 百万円）である。 

〔貸付金残高及び貸付財源内訳〕        （単位：百万円） 

区  分 平成 30 年度末 令和元年度末 差 引 

貸 付 金 残 高  574,045 565,776 △8,269 

貸

付

財

源

内

訳 

政 府 出 資 金 108,678 108,678 0 

財 政 融 資 資 金 借 入 金 326,319 327,926 1,607 

自 己 調 達 資 金 139,048 129,172 △9,876 

 厚生年金勘定より借入 107,627 105,835 △1,792 

 財 投 機 関 債 

( 私 学 振 興 債 券 ) 
26,000 18,000 △8,000 

 そ の 他 5,421 5,337 △84 



（注） 百万円未満の端数はそれぞれ四捨五入している。 

≪共済業務≫ 

共済業務は、短期勘定、厚生年金勘定（厚生年金経理・職域年金経理）、退職等年金給付勘定、福祉勘定（保健経

理・医療経理・宿泊経理・貯金経理・貸付経理）及び共済業務勘定の 5 勘定に区分している。 

【加入者数約 59 万人、加入学校数約 1 万 4 千校、年金者数約 53 万人（令和元年度末）】 

 

【損益計算書の概要】 

区 分 経常費用 経常収益 経常利益 当期総利益 

短期勘定 302,524 百万円 321,662 百万円 19,138 百万円 18,627 百万円

厚生年金勘定 907,188 百万円 1,002,717 百万円 95,528 百万円 95,524 百万円

退職等年金給付勘定 1,102 百万円 49,486 百万円 48,385 百万円 48,384 百万円

福祉勘定 31,481 百万円 34,675 百万円 3,194 百万円 3,203 百万円

共済業務勘定 7,388 百万円 7,379 百万円 △9 百万円 △11 百万円

 

≪短期勘定≫ 

短期勘定は、民間企業の健康保険制度に相当する給付事業に係る経理。 

費用は、主として加入者等の病気に伴う療養費の医療機関への支払（保健給付）、負傷・出産等に伴う手当金の

本人への支払（休業給付等）、高齢者医療のための支援金（後期高齢者支援金等）。 

収益は、主として掛金（加入者と学校等の折半負担）。 

損益状況としては、掛金収入及び介護掛金収入等の増加により、当期総利益 18,627 百万円を計上した。 

 

≪厚生年金勘定≫ 

厚生年金保険法に規定する加入者の老齢、障害又は死亡にかかる年金又は一時金の給付、経過的な共済年金

の給付事業に係る経理。 

費用は、主として給付金、公的年金制度としての拠出金（基礎年金拠出金等）。 

収益は、主として保険料、基礎年金拠出金等に対する国庫補助金。 

損益状況としては、保険料収入及び補助金等収益等の増加により、当期総利益 95,524 百万円を計上した。 

 

≪退職等年金給付勘定≫ 

加入者の退職、職務上の障害又は死亡にかかる年金又は一時金の給付事業に係る経理。 

費用は、主として給付金、共済業務勘定への事務費繰入金。 

収益は、主として掛金。 

損益状況としては、掛金収入等の増加により、当期総利益 48,384 百万円を計上した。 

 

≪福祉勘定≫ 

福祉勘定は、加入者の福祉を増進するための事業である健康の保持増進、病院や宿泊施設の運営、積立貯金、

加入者への貸付等に係る経理。 

費用は、主として人間ドック費用の補助等（保健費）、積立貯金の利息（支払利息）、病院や宿泊施設の運営に係

る経費（材料費、運営費、人件費、業務経費等）。 

収益は、主として掛金、病院や宿泊施設の収入。 

損益状況としては、掛金収入等の増加により、当期総利益 3,203 百万円を計上した。 

  



（注） 百万円未満の端数はそれぞれ四捨五入している。 

 

 

≪共済業務勘定≫ 

共済業務勘定は、短期給付事業、年金等給付事業の事務に係る経理。 

費用は、主として短期給付事業及び年金等給付事業に係る事務費、役職員給与等。 

収益は、主として給付勘定からの事務費受入金、事務費に対する国庫補助金。 

損益状況としては、減価償却費等の増加により、当期総損失 11 百万円を計上した。 

 

 

【貸借対照表の概要】 

区分 資産の部 負債の部 純資産の部 

短期勘定 117,103 百万円 30,021 百万円 87,083 百万円 

厚生年金勘定 4,076,925 百万円 836 百万円 4,076,088 百万円 

退職等年金給付勘定 206,191 百万円 - 206,191 百万円 

福祉勘定 1,298,317 百万円 1,231,159 百万円 67,158 百万円 

共済業務勘定 15,952 百万円 5,129 百万円 10,823 百万円 

 

≪短期勘定≫ 

資産の部は、保健給付及び休業給付等の支出のための預金など。 

負債の部は、未払金（後期高齢者支援金の翌期支払分等）、支払準備金（一カ月相当分の給付費）など。 

純資産の部は、積立金、欠損金補てん積立金、当期未処分利益。 

 

≪厚生年金勘定≫ 

資産の部は、将来の年金支出のために保有する預金、長期性預金など。 

負債の部は、主として子ども・子育て拠出金預り金。 

純資産の部は、厚生年金保険給付積立金、経過的長期給付積立金、当期未処分利益。 

 

≪退職等年金給付勘定≫ 

資産の部は、将来の年金支出のために保有する預金、長期性預金、長期貸付金など。 

純資産の部は、退職等年金給付積立金、当期未処分利益。 

 

≪福祉勘定≫ 

資産の部は、事業支出のための預金、加入者貸付金、施設等の固定資産、積立貯金の運用資産など。 

負債の部は、主として加入者からの積立貯金の預け入れ。 

純資産の部は、積立金、別途積立金（固定資産のうち補助金等による取得相当額）、欠損金補てん積立金（積立

貯金事業の積み立て）、貸付資金積立金、当期未処理損失。 

 

≪共済業務勘定≫ 

資産の部は、預金、共済本部事務所等の固定資産など。 

負債の部は、未払金（固定資産等）など。 

純資産の部は、積立金、当期未処理損失。 

 

 


